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広島県 

全国に先駆け円滑な労働移動の実現に向けて企業、労働者を支援 

 

 広島県は、県内企業の競争力強化や生産性

向上、DX などの企業を取り巻く環境変化への

対応策として、近年活発化する社会的な労働

市場流動化の動きに注目し、県内で働く限ら

れた人材を育成し、県内における人材配置の

適正化に取り組もうと考えた。 

2021 年に県内における労働移動円滑化に

向けた施策の検討を開始し、2022 年 4 月に公

労使および県内外の有識者からなる広島県リ

スキリング推進検討協議会を発足させた。協

議会では、企業に求められるリスキリングの

あり方と労働者の円滑な労働移動を支える社

会のあり方の検討を行い、その結果を盛り込

んだ「労働移動を円滑にするための施策ロー

ドマップ」（図表 4-21）を作成した。現在、県

はロードマップをもとに「企業におけるリス

キリングの推進」と「目指すべき社会システ

ムの検討・確立」の 2 つの方向性で施策を展

開している。 

1 つ目の「企業におけるリスキリングの推

進」に向けた施策については、リスキリング

の機運醸成や企業が実際にリスキリングに取

り組むにあたっての方針決定から環境整備、

知識・スキルの習得機会の提供、評価・処遇な

ど、幅広い支援を行っている。具体的には企

業がリスキリングへの取組姿勢を内外に公表

する「広島県リスキリング推進宣言制度」（以

下、「宣言制度」）や従業員のデジタル知識の

取得などを支援する助成金制度を実施してい

る。 

「宣言制度」は、協議会の発足と同時に運

用を開始した。県内でのリスキリング推進の

機運向上を目的に、企業が人材育成に取り組

むことを宣言し、その宣言を県が認証する制

度である。宣言する内容は各企業に任せてお

り、社内人材育成に関わる内容であれば、幅

広に認めるなど、自由度の高い制度設計とし

ている。さらに、宣言書は県ホームページで

公表・紹介しており、宣言企業は自社イメー

ジや認知度の向上を図ることができる。その

他、宣言をすることで補助金の補助率や補助

限度額の優遇、イベントへの優先参加など

様々なメリットが得られる。また、リスキリ

ングに先進的に取り組む企業を拾い上げる上

で、宣言制度が一役買っており、宣言企業の

中から先進事例を抽出することが容易になっ

ている。 

また、宣言制度と同時にリスキリング推進

に向けた経営者の意識啓発のため、経営者や

役員、人事担当者らを対象にセミナーおよび

研修会を実施している。2022 年度に開催した

研修会では、参加者がそれぞれの企業を訪問

し、人材育成の取組みを取材するというグ

ループワークを行った。人材育成の取組みに

 

出典：広島県 HP 

事例 



 

150 

 

ついては、業種にかかわらず同じ課題を抱え

ていることも多く、自社と他社との取組みの

違いやそれぞれが抱える課題を知り、その解

決策を共有することが重要である。研修会で

そうした共有の場を提供したところ、普段は

まったくつながりのない人材育成担当者が集

まる場となり、人材育成を通じて企業間の新

たなつながりも創出することができた。 

また、知識・スキルの習得機会を促進する

ために、企業が従業員に IT に関する基礎的知

識を身に付けさせる際に利用できる「IT パス

ポート取得支援補助金」を整備している。そ

の背景には、社会人が IT リテラシーの習得を

急がねばならない事情がある。現在、高校で

はITリテラシーに関連する科目が必履修科目

となっているため、将来、IT リテラシーを身

に付けた若手社員と ITリテラシーを身に付け

ていない既存社員の間で、IT リテラシーの世

代間ギャップが生じる恐れがある。そうした

ギャップを生じさせないように、社会人の IT

リテラシー習得を支援している。 

そうした中、リスキリングを推進する上で、

県内企業の多くでは、社内にリスキリングを

実施する体制が整っていなかったり、リスキ

リングのための時間を確保するのが困難で

あったりという課題を抱えている。それらの

解決のために、県が企業内のリスキリング推

進人材の育成に向けた研修を行っている。ま

た今後、各企業がリスキリングのための時間

を確保するために取り組んでいるテレワーク

や週休 3 日制、業務効率化の方法などを紹介

することも検討している。 

2 つ目の「目指すべき社会システムの検討・

確立」については、企業や労働者、行政機関な

どそれぞれが主体的に取り組んでいくための

施策を整理している。 

「企業主体の取組み」としては、企業に人

的資本経営の実践を促すために、経営者や人

事 担 当 者 向 け の 研 究 会 （「 HiRoshima HR 

LABO」）を実施している。全 4 回の勉強会を

通して、各社が独自の人的資本ロードマップ

の策定を目指す。 

「行政機関主体の取組み」としては、これ

まで実施してきた公的職業訓練および県独自

の再就職支援の見直しを行っている。従来の

公的職業訓練は離職者を主な対象としてきた

が、現在は、労働移動の円滑化に向けて離職

者のみならず在職者（企業で働く従業員）へ

の訓練を実施することも求められている。関

係機関と連携しながら、地域特性に応じた人

材需給ギャップの測定やその解消に向けて訓

練内容の見直しを行っている。 

県独自の再就職支援については、コロナ禍

において多くの失業者を出した飲食などの

サービス産業従事者のために、2021 年に職業

紹介事業「働きたい人全力応援ステーション」

（通称「はたすて」）を開始した。これまでの

職業紹介は民間の職業紹介事業者かハロー

ワークかの 2 つの選択肢しかなかった。「はた

すて」はその中間的な位置付けにあり、異な

る産業への転職を支援するために、キャリア

コンサルティングとマッチング機能を拡充し

た職業紹介を実施している。今後はサービス

産業従事者以外にも対象者を拡大し、労働移

動の円滑化に向けてより具体的な取組みを展

開していく予定である。 

2022 年 4 月に宣言制度を開始した当初、リ

スキリングに関心を示す企業は少なかった。

しかしながら、セミナーや研修会といった取

組みを地道に展開してきたことに加え、政府

が中心となって推進するリスキリングに対す

る社会的要請の高まりが追い風となり、2023

年 12 月末日現在で 230 の法人が宣言を行う

までになっている。元々人材育成制度があっ
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た宣言企業においても、その内容を理解して

いる従業員は少なかったが、宣言をすること

で社外だけでなく従業員にもその内容を周知

できたケースもあるという。 

一連の施策を検討するにあたっては、県は

多くの業種・企業に取り組んでもらえる仕組

みづくりにこだわっている。リスキリングと

冠しているが、企業がすでに取り組んでいる

“人材育成”に焦点を当て、そこから先進的な

取組みを抽出し、先行事例として紹介するこ

とで、その盛り上がりが地域全体に波及する

ような施策を展開している。さらに、地域経

済の持続的発展に向けて、他の自治体が取り

組んだことのない社会システムの確立を目指

し、公労使が一丸となって試行錯誤を重ねな

がら取組みを進めている。 

図表 4-21 労働移動を円滑にするための施策ロードマップ 

 

出典：広島県策定資料「労働移動を円滑にするための施策ロードマップ」をもとに東北活性研作成 

  

事業計画（2023年~）項目

１．リスキリングの推進に向けて

企
業
に
お
け
る
リ
ス
キ
リ
ン
グ
の
推
進

意識啓発（セミナー等）/リスキリング推進宣言/コミュニティ形成（優良事例の情
報発信など）

（1）リスキリングの必要性の認識
（2）外部環境の変化に対応する経営戦略

２．リスキリングの方針決定

ガイドライン啓発→【検討】スキル簡易診断ツール/スキル整理表の更新（1）人材戦略の策定・リスキリングの方針決定

施策提案（スキル標準策定、スキル認定・証明制度の創設・運用など）/社内リス
キリング推進人材育成研修

（2）推進体制の整備、推進人材の確保

３．環境の整備

テレワーク導入・定着支援・その他時間確保に向けた障壁解消支援（1）知識・スキルを習得する時間の確保

（2）費用負担

はたすて（キャリコンサービスの提供）→【検討】キャリア1次診断ツール/施策提案
（公的キャリコン機能の充実、キャリアコンサルタント育成拡大など）

（3）従業員のキャリア形成支援

ＩＴパスポート取得支援補助金→【移行】リテラシー習得コンテンツ/人材開発支
援助成金活用支援補助金/施策提案（企業への助成金等支援制度の拡充・強
化など）/伴走型支援（教育コンテンツコンサル委託）

４．知識・スキルの習得機会の提供

５．評価・処遇の見直し

伴走型支援（制度等コンサル委託or補助）→【検討】HRテック活用
（1）習得した知識・スキルの活用やリスキリングの促進につなげるための配置
（2）リスキリングを踏まえた人事評価制度上の評価・処遇
（3）人事評価制度以外での評価・処遇

１．企業主体の取組み

目
指
す
べ
き
社
会
の
在
り
方
・確
立
す
べ
き
社
会
シ
ス
テ
ム

意識啓発（セミナー等）/実態調査/研究会・体制再構築/コミュニティ形成/伴走
型支援

（1）人的資本経営の推進
（2）人的資本の情報開示

⇒「Ⅰ企業におけるリスキリングの推進」（3）企業におけるリスキリングの推進

産業界ニーズに応じた産学官コンソーシアム形成支援（4）地域・産業におけるリスキリング・人材共有に関する企業連携

２．労働者主体の取組み

はたすて（キャリコン・マッチング機能の一体的な提供、強化）＆職業訓練（公的・
民間）との連携→【検討】キャリア1次診断ツール

（1）自律的なキャリア形成

３．労働団体主体の取組み

労働団体との認識共有（1）経営者・労働者間の連携・調整

４．行政機関主体の取組み

施策提案（スキル標準策定、スキル認定・証明制度の創設・運用など）→【検
討】スキル認定・証明制度の普及啓発・県事業での活用

（1）円滑な労働移動を支える基盤的制度の確立

施策提案（能力再開発やマッチングに係る期間の所得保障の提供など）（2）労働者の大胆な選択を可能にするセーフティネットの整備

（3）積極的労働市場政策の展開

はたすて（キャリコン・マッチング機能の一体的な提供、強化）→【検討】キャリア1次
診断ツール/施策提案（公的キャリコン機能の充実、キャリアコンサルタント育成拡
大など）

ア）キャリアコンサルティング機能の充実と再就職支援

施策提案（キャリコンや教育訓練のための休暇制度導入の促進など）イ）教育訓練に係る環境整備

施策提案（企業・個人双方への助成金等支援制度の拡充・強化など）/公的職
業訓練の実施・内容見直し

ウ）地域の人材ニーズを踏まえた公的職業訓練等の設定

施策提案（退職金税制等の見直しなど）（4）社会制度・雇用慣行等の見直し

Ⅰ

Ⅱ
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長崎海洋アカデミー（長崎県長崎市） 

産官学が一体となり人材育成を通じて海洋産業への労働移動を促進 

 

長崎県は、古くから造船業や水産業といっ

た海洋産業を基幹産業として発展してきた

「海洋県」である。しかしながら今日、造船業

の衰退や水産業は厳しい経営環境にあり、新

たな海洋産業分野による基幹産業の創出に向

けた取組みが急務と考えられていた。そうし

た中、国が 2014 年に海洋再生可能エネルギー

（以下、「海洋エネルギー」）の利用促進を掲

げたことから、長崎県は潮流発電や浮体式風

力発電といった海洋エネルギー発電を産業振

興の起爆剤にしようと考えた。そして、国が

公募する「海洋再生可 能エネルギー実証

フィールド」に県内の海域を提案することと

した。 

このような長崎県の産業政策に、地元の産

業界が呼応する形で 2014 年に立ち上がった

のが NPO 法人長崎海洋産業クラスター形成

推進協議会（以下、「協議会」）である。長崎県

は海に関わる様々な産業で成り立っているこ

とから、協議会では海洋エネルギーにとどま

らず、海洋産業という大きな視点で産業の創

出と振興を図ることとし、海洋産業に関連す

る調査・研究とサプライチェーン形成に取り

組むこととした。 

海洋開発人材の育成は、協議会の組成期に

おいて中心的な事業としては想定していな

かったが、海洋再生可能エネルギーに対する

理解自体が当時はまだあまり浸透していない

という実態に気付き、一転してその普及活動

に注力することになった。サプライチェーン

を形成するためには、地元企業の海洋エネル

ギーに対する理解が重要であり、理解を深め

るための学びの場の提供を目的に人材育成事

業を開始した。その後、県民に向けて海洋産

業への理解を促すイベントを開催することと

図表 4-22 長崎海洋アカデミーロゴ 

出典：長崎海洋アカデミーHP 

図表 4-23 アカデミーの教室 

出典：長崎海洋アカデミーFacebook 

～新たな価値（Value）の創造～
長崎に新たな海洋産業（主に洋上風力発
電）の創出と振興を目指す学びの場、交流
の場、体験の場を創出し、国内外から多くの
人々が集まる新たな価値を創造する

Vision

•基礎的な学習や専門的な学習に加え、現
場経験・最新情報などの実践的な課題を
学ぶことができ、魅力に溢れる継続的な実
学の場を創出する

•国内外の専門家とのネットワーク構築による
ビジネスの加速ができる、出会いの場を提
供する

•五島での洋上風車と共生する漁業者との
交流会や洋上風車などの見学会に加え、
洋上風車と魚類の生態行動等に関する情
報などを提供し、長崎ならではの魅力のある
場を創出する

Mission

図表4-24 アカデミーのVisionとMission 

出典：長崎海洋アカデミーHP 

事例 
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なり、そのイベントがきっかけで長年、海洋

専門人材の育成に携わる日本財団とのつなが

りが生まれた。 

日本財団では、2016 年に「日本財団オー

シャンイノベーションプロジェクトコンソー

シアム」を立ち上げ、将来の日本の海洋開発

産業の発展を担う若手技術者の育成に着手し

ていた。協議会および日本財団の目指すべき

方向性が一致したことから、2019 年に日本財

団の支援を受け、アジア初の海洋エネルギー

に関する社会人の人材育成機関として、長崎

海洋アカデミー（以下、「アカデミー」）が設立

された。 

アカデミーでは、海洋エネルギー分野の中

でも今後大きな成長が見込まれる、洋上風力

発電事業に係る技術者の人材育成を行ってい

る。産業界は民間企業からなる協議会が事業

主体となり、教育・研究機関は長崎大学およ

び長崎総合科学大学、地方公共団体は長崎県

という、産学官連携により運営している。そ

の他、日本財団、経済産業省および国土交通

省とも連携している。 

講師は協議会の海洋工学の専門家や各大学

の教授陣の他、民間企業の第一線で活躍する

ビジネスパーソンや技術者が務めている。洋

上風力発電は日本にとって新しい産業分野で

あることから、講師陣がそれぞれの専門分野

を担当して総合的かつ体系的な研修を提供し

ている。 

2020 年 10 月に開講し、現在、洋上風力関

連技術者が必要な知識を学ぶことができる

A0 から A5、C1 から C4 の 10 つのコース（図

表 4-26）を行っている。コースの内容は、洋

上風力発電先進国であるオランダのアカデ

ミーのコンテンツを日本向けにアレンジした

ものをベースに、日本の現状を反映したアカ

デミー独自のコンテンツを加えて構成してい

る。アカデミー独自のコンテンツは、今後の

洋上風力発電産業において中心的存在となり

うる、電力会社や商社などの発電事業者や大

手ゼネコンなど 50 組織に行ったヒアリング

にもとづいて作成した。その他、一般財団法

人エンジニアリング協会などの外部機関から

の提案による出前講座がある。A0 以外のコー

スは 2 日間、定員は 20 名、リアルとオンライ

ンを併用したハイブリッドである。講義と

ワークショップの他、オプションで五島市の

浮体式洋上風力発電の現地視察もできる。 

講師個人の SNS をはじめ、関係学会や展示

会などでのマメで地道な PR 活動により、受

講生は 2023 年 12 月末時点で、累計 744 名

（56 講座）となっている。しかし、開講当初

から受講者は電力会社や商社などの大手発電

事業者が多く、地元企業からの受講は多いと

はいえず、協議会が目指す地元企業によるサ

プライチェーン形成への支援が十分であると

はいえない状況である。 

そうした中、2024 年秋からは洋上風力関連

技術者とともに育成が急がれる、洋上作業員

向けの教育・訓練システムが始まる。教育・訓

練のために新たに建設する訓練施設は、実海

域で訓練を行う設備として現時点で国内唯一

となる。洋上作業は地元企業が重要な担い手

となることから、地元企業に訓練受講意向を

調査したところ、300 人以上が受講を希望し

ているという結果が得られ、地元企業から多

くの方の受講が期待される。今後、サプライ

チェーンの形成に向けて、海洋エネルギー産

業への地元企業の参入の足掛かりとなるよう

な理論と実務を一連のプロセスで学べるコー

スの提供が検討されている。 

海洋エネルギー産業という成長分野の人材

育成をするにあたり、その起点となる目指す

べき産業イメージが描かれているが、このイ
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メージは描いて終わりではない（図表 4-25）。

成長分野であるがゆえの激しい変化に柔軟に

対応していくために、常にイメージを描き直

す必要がある。アカデミーの講師陣について

も自身の知識やスキルが陳腐化しないよう常

に最新の情報をキャッチし、新しい知識や技

術を学び直している。そうした姿勢は、成長

産業の人材育成に関わる上で欠かせない。 

さらに、協議会では海洋機器開発等に携わ

る事業者のために独自のフィールドセンター

を設置して、講師陣が実海域での実証試験の

サポートも行っている。こうした研究技術開

発支援によって講師陣が得た知見は、アカデ

ミーの人材育成にも大いに活かされている。

将来的には、大学生・大学院生への教育も展

開するとしており、すでに長崎や北九州、秋

田、千葉の大学向け教育コンテンツの構築支

援を行っている。国内の海洋エネルギー産業

を振興するという大きな役割も果たしながら

も、国内はもとよりアジアにおける海洋産業

の労働移動を促進する拠点としてさらなる発

展を目指している。 

  

造船

漁業 観光

海洋産業
都市・長崎

次世代の長崎の産業拠点化
• 海洋再生可能エネルギー産業拠点
• 持続可能なスマート養殖の産業拠点
• 海洋関連の研究開発、人材交流拠点
• 海洋、離島エコツーリズム、等

図表 4-25 長崎県の強みが活きる海洋産業

のイメージ 

出典：松尾博志「長崎海洋アカデミー ～日本

の海洋開発人材育成と知識交流の拠点を目指

して～」ながさき経済（2020.9）をもとに東北

活性研作成 



労働移動円滑化に向けた先進的取組み 
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図表 4-26 長崎海洋アカデミー2023 年度開催コース 

 

出典：長崎海洋アカデミーHP「コース紹介・受講申込」をもとに東北活性研作成 

  

A0 半⽇・⼊⾨

洋上風力発電に関する歴史と社会的背景、事業の流れ、必要な⼿続き、国内外の最新の動向を学ぶ

A1 総論 ［オランダDOBアカデミーをベースにアレンジ］

洋上風力産業の業務遂行に必要な知識を俯瞰的に幅広く、⼗分な深さで習得

A2 事業開発 ［オランダDOBアカデミーをベースにアレンジ］

プロジェクトを管理、業務遂行するための洋上風力の開発から撤去まで一連のプロセスを学ぶ

A3 ウィンドファーム認証とマリンワランティサーベイ、及び保険・ファイナンス

洋上風力での事業特有の認証や保険、リスクマネジメント、ファイナンス等を短期間で習得

A4 浮体式洋上⾵⼒発電 ［オランダ浮体技術企業Vryhofとの共同開発］

浮体式洋上風力発電のエリア選定、調査、設計、製造、施⼯、メンテナンス等を学ぶ

A5 ⾵況海象観測・解析と発電量予測

売電収入、安全性に直結する風況海象データの取得方法と解析方法を最新の理論に基づいて学ぶ

C1 海底地盤調査・解析と洋上施⼯ ［オランダの洋上施⼯技術会社IHC社より提供］

洋上施⼯の方法と留意点、使用される施⼯船、専用機器、環境影響への緩和策等を事例紹介やケーススタディを
交えて習得

C2 EPCプロジェクトマネジメント ［エンジニアリング協会より提供］

プロジェクト全体の進め方や不測事態への対応など、想定したプロジェクトによるケーススタディで習得。

C3 洋上⾵⼒発電におけるHSEの基礎 ［エンジニアリング協会より提供］

洋上風力発電プロジェクトの安全管理に対する考え方について、先行する海外での事例を元に『⽇本国内でプロジェク
トを安全に進めるために、どんな準備をしておかなければいけないのか』について学ぶ

C4 送電システムの基礎 ［エンジニアリング協会より提供］

海底ケーブルの送電システム、ケーブル構造設計、製造、品質評価、施⼯、保守までの一連の現状の技術を学び、さ
らに将来の課題についても論議する



 

 

 

 


